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概　要

　本稿では、私費負担を原則に、公的な学校教
育制度の外で提供される教育サービスに支出さ
れる学校外教育費（補習教育費）をめぐる家計
間の格差の実態を検証する。具体的には、「家
計調査年報」にある年間収入五分位階層別およ
び教育段階別の時系列データを用いて、初等中
等教育までを分析対象に、2000～ 2018年まで
の 18年間における補習教育費のカクワニ係数
を計測することで、有償の教育機会をめぐる家
計間の不平等度の時系列的変化を検証する。
　その結果、以下の 3点が明らかとなった。第
1に、補習教育費全体のカクワニ係数が、趨勢
的に上昇トレンドを示していることから、補習
教育をめぐる家計間の支出格差の拡大が確認さ
れるということである。第 2に、上記カクワニ
係数の上昇トレンドは、租税や社会保険料を通
じた再分配政策の累進度の上昇よりも、支出自
体の累進度の上昇に起因する形で生じていると
いうことである。第 3に、中学校や高校の補習
教育に対するカクワニ係数とともに、幼児・小
学校の補習教育に対するカクワニ係数の上昇ト
レンドが確認され、それが最近における補習教
育費全体のカクワニ係数の上昇をもたらす一因
になっているということである。

1．はじめに

　教育需要が家計所得との相関が高いことを指

摘する内外の実証分析は、数多く存在する。そ
こでの共通した問題意識は、教育需要の階層性
が教育選択や教育達成の階層性につながること
への懸念である。日本においては、教育を受け
る機会の平等性は、義務教育制度により一定程
度は確保されているものの、私立学校への進学
や塾、予備校、家庭教師といった有償の教育機
会をめぐっては、（教育支出が家計の経済状況
によって左右されると考えられることから）児
童生徒の間での機会の平等性は崩れていると推
測される。
　教育機会の格差をめぐっては、教育年数に関
するジニ係数を用いて、学校教育における教育
の平等化が趨勢的に進んできたことを明らかし
た北條（2008）があるが、そこでは家計の経済
状況から影響を受けやすい学校外教育費がもた
らしうる教育機会の格差については、考察され
ていない。学校外教育費の規定要因について検
証した都村（2006）や出島（2011）においては、
家計の教育費と所得との相関が高いことが実証
分析を通じて示されているが、学校外教育費に
おける家計間の格差をめぐって、趨勢的な分析
が十分行われていない。
　van Doorslaer, Wagastaff and Rutten （1993）では、
米国および欧州の家計サーベイデータをもとに、
遠藤・藤原・櫛（2004）、Fukushige, Ishikawa and 
Maekawa（2012）では、「家計調査」のデータを
もとに、不平等度の指標の 1つであるカクワニ
係数を計測することで、医療費をめぐる家計間
の格差について検証を行っているが、学校外教
育費は分析対象とはなっていない。
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の時系列的変化を捉えることで、有償の教育機
会をめぐる家計間の格差の実態を考察する。な
お、教育機会の提供が広範に確保されていると
みなせる初等中等教育までを、分析対象の教育
段階とする。
　分析を行う前に、不平等度および再分配政策
の効果を測る指標として用いるカクワニ係数お
よびレイノルズ・シモレンスキー係数につい
て、簡潔に説明しておく。カクワニ係数とは、
Kakwani (1977) で提唱された所得や支出の格差
を検証する代表的指標の 1つであり、支出デー
タから得られる集中度係数（集中度曲線と均等
分布線（45度線）との間の面積の 2倍）と所
得データから得られるジニ係数（ローレンツ曲
線と均等分布線（45度線）との間の面積の 2
倍）との差として定義される。一方、レイノル
ズ・シモレンスキー係数とは、Reynolds　and 
Smolensky（1977）で提唱された再分配政策の
効果を検証する指標の 1つであり、再分配前所
得のジニ係数（再分配前所得のローレンツ曲線
と均等分布線（45度線）との間の面積の 2倍）
と再分配後所得のジニ係数（再分配後所得の
ローレンツ曲線と均等分布線（45度線）との
間の面積の 2倍）との差、すなわち再分配政策
前後のジニ係数の差として定義される。
　もし、学校外教育費の集中度係数（学校外教
育支出分布）がジニ係数（所得分布）より平等
（不平等）であれば、カクワニ係数はマイナス
（プラス）になる。すなわち、カクワニ係数が
小さくなるほど、学校外教育支出分布は所得分
布に比べて平等になっていると解釈される。こ
れを有償の教育機会に当てはめれば、カクワニ
係数が小さく（大きく）なればなるほど、学校
外教育費における世帯間の格差は小さく（大き
く）、支出は平等に近い（不平等である）と解
釈される。
　ただし、カクワニ係数は、定義により学校外
教育費の累進度（集中度係数）および所得の累
進度（ジニ係数）の両方から影響を受けるため、
税および社会保険料を通じた再分配政策を通
じても、係数の変動が生じうる。この点を考
慮すべく、本稿では、以下の関係式をもとに、
学校外教育費の累進度を、支出自体の累進度と
再分配政策の累進度とに分解することで、学校
外教育費の世帯間格差を生じさせる支出の不
平等と所得の不平等（再分配政策の効果）とを

　本稿では、私費負担を原則に、公的な学校教
育制度の外で提供される教育サービスに支出さ
れる学校外教育費をめぐる家計間の格差の実態
を検証する。具体的には、「家計調査年報」の
年間収入五分位階層別および教育段階別のデー
タを用いて、初等中等教育までを分析対象に、
2000～ 2018年までの 18年間における補習教
育費のカクワニ係数を計測することで、有償の
教育機会をめぐる家計間の不平等度の時系列的
変化を検証する。
　本稿の構成は、以下のとおりである。第 2節
では、実証分析の対象および方法について述べ
た上で、有償の教育機会として補習教育を取り
上げ、総額および教育段階別の家計間の支出格
差の実態を解明し、そこから導かれる政策的含
意について述べる。第 3節では、本稿の結論を
要約の上、残された課題について指摘する。

2．実証分析

　本節では、家計調査の年間収入五分位階層別
のデータをもとに、有償の教育機会に関する家
計間の格差の時系列的変化を、不平等度を計測
するための指標の 1つであるカクワニ係数を用
いて検証する。以下、まず 2-1では、分析の対
象および方法、分析に用いるデータについて述
べる。2-2では、学校外教育に関わる家計支出
である補習教育費総額に関する不平等度の検証
を行う。2-3では、教育段階別の補習教育費に
関する不平等度の検証を行う。2-4では分析結
果を総括し、そこから示唆される政策的含意に
ついて説明する。

2. 1　分析対象、分析方法およびデータ

　本稿では、教育機会の不平等性を検証するに
あたり、世帯間で支出水準に違いが生じうると
考えられる有償の教育機会に焦点をあてる。こ
こで、有償の教育機会とは、Bray（1999）にな
らい、①教科学習を対象、②金銭を媒介、③学
校教育の補完として提供、の 3つ要素を満たす、
主として学校外教育費を通じて賄われる教育
サービスであると定義する。学校外教育費の不
平等度の検証にあたっては、カクワニ係数およ
びレイノルズ・シモレンスキー係数を用い、そ
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2. 2　補習教育費をめぐる家計間支出格差

　ここでは、補習教育費総額に関する家計間の
不平等度の時系列的変化を検証していこう。図
2-2-1は、2001～ 2018年までの 18年間にわた
る補習教育費に関するカクワニ係数の推移を示
したものである。これによると、2000年代に
おいては、趨勢的にカクワニ係数が上昇トレン
ドを示していることから、補習教育費をめぐる
家計間の不平等は広がりつつあると考えられ
る。カクワニ係数（再分配前所得ベース）とカ
クワニ係数（再分配後所得ベース）との差が、
レイノルズ・シモレンスキー係数に相当するが、
その値は両カクワニ係数の値に比べると小さい
ことから、補習教育をめぐる家計間の支出格差
の拡大は、再分配政策の累進度の上昇よりも、
支出自体の累進度の上昇に起因する形で生じて
いるものと判断される。
　補習教育費をめぐるカクワニ係数（再分配後
所得ベース）の変動は、（1）式より補習教育費
の集中度係数の変動と、ジニ係数（再分配後所

識別する 1。

学校外教育費カクワニ係数（再分配後所得ベース） 
＝ 学校外教育費集中度係数－ジニ係数（再分配
後所得ベース）
＝ 学校外教育費カクワニ係数（再分配前所得
ベース）＋レイノルズ・シモレンスキー係数（1）

　分析に用いるのは、総務省統計局「家計調査
年報」にある年間収入五分位階層別（二人以上
の勤労者世帯）の時系列データである。「家計
調査年報」からは、学校外教育に関わる家計支
出である補習教育費の年間支出額が、年間収入
五分位階層別、教育段階別に入手可能である。
そこで、データの公表が開始された 2000年か
ら 2018年までの 18年間のデータをもとに、学
校外教育費をめぐる家計間の不平等度を検証す
る。なお、再分配前所得および再分配後所得に
は、「家計調査年報」にある実収入および可処
分所得を、それぞれ用いることとした 2。

1  学校外教育費カクワニ係数（再分配前所得ベース）＝学校外教育費集中度係数（再分配前所得ベース）－再分配前所得ジニ係数、レイ
ノルズ・シモレンスキー係数＝再分配前所得ジニ係数－再分配後所得ジニ係数であることから、（1）式が成立する。本稿では、再分配
政策を通じた学校外教育費の累進度への影響は、レイノルズ・シモレンスキー係数の値に反映されると解釈する。

2   「家計調査年報」の定義では、実収入は世帯員全員の収入を合計した税込み収入（含む社会保障給付）であり、可処分所得は実収入か
ら非消費支出（税金、社会保険料等）を除いた手取り収入（含む社会保障給付）である。本稿では、前者を再分配前所得、後者を再分
配後所得とみなし、実収入および可処分所得のジニ係数の差として、レイノルズ・シモレンスキー係数を求めている。なお、「家計調
査年報」には、実収入、可処分所得ともに 1家計あたりの 1か月の収入額が収録されているため、それぞれ 12倍することで年間の収
入額に置き換えている。

資料：「家計調査年報」（総務省統計局）

図 2-2-1　補習教育費のカクワニ係数の推移
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る支出構成比でウェイト付けした教育段階別の
補習教育費に関するカクワニ係数（再分配後所
得ベース）の推移を示したものである 3。これ
によると、教育段階別にカクワニ係数の動きは
異なり、不平等度の時系列的変化は一様でない
ことがわかる。特に、中学校補習費や高校補習
費に比べて、カクワニ係数の水準が相対的に小
さかった幼児・小学校補習教育は、近年にかけ
て上昇トレンドを示しており、初期教育段階に
おいて、補習教育をめぐる家計間の支出格差は
広がる傾向にあると考えられる。中学校補習教
育については、2000年代半ばおよび 2010年代
半ばを境として、その前後でカクワニ係数のト
レンドが上昇と下降を繰り返している 4。
　高校補習教育については、2010年以前はカ
クワニ係数が比較的安定して推移していたもの
の、2010年を境に上下の変動を繰り返してい
る。2010年に高校補習教育のカクワニ係数が
低下した背景には、2010年に実施された「公
立高校授業料無償化」によって、経済的に余裕
が生まれた低所得世帯が、補習教育費を増加さ
せたことが関係しているのではないかと推察さ
れる。一方、2015年以降、高校補習教育のカ

得ベース）の変動とに分割できる。分析対象
期間の所得分布の変化がカクワニ係数の変動
に与える影響は、主としてジニ係数（再分配
後所得ベース）を通じて現れると考えられる。
図 2-2-2は、2001～ 2018年におけるカクワニ
係数の対前年変化率と、その変化率に対する集
中度係数およびジニ係数の変動の寄与度を示し
たものである。これによると、分析対象のいず
れの期間においても、カクワニ係数の変化に対
する集中度係数の寄与度が、ジニ係数の寄与度
を上回っているのがわかる。このことから、補
習教育費をめぐるカクワニ係数（再分配後所得
ベース）の上昇トレンドは、所得水準の累進度
よりも、支出水準の累進度を通じて、生じてい
るものと考えられる。

2. 3　�教育段階別補習教育費をめぐる家計
間支出格差

　ここでは、幼児・小学校、中学校、高校の教
育段階別に、補習教育費をめぐる家計間の不
平等度の時系列的変化を検証していこう。図
2-2-3は、2000～ 2018年までの 18年間にわた

資料：「家計調査年報」（総務省統計局）

図 2-2-2　補習教育費のカクワニ係数（再分配後所得ベース）変化率に対する寄与度

3  教育段階別に個別に求めたカクワニ係数に、支出構成比（教育段階別の補習教育費／補習教育費総額）を乗じた値として算出したもの
である。幼児・小学校、中学校、高校のカクワニ係数の合計は、補習教育費全体のカクワニ係数に一致する。

4  この背景には、2000年代半ばと 2010年代半ばに都市圏を中心に生じたとされる中学受験ブームによって、私立や公立の中高一貫校へ
の進学が増加した影響があるかもしれない。日本においては、中学段階での塾通いが私立学校選択の代替として機能しているといわれ
ており、高所得家計を中心に私立中学校への進学が促された結果、高所得家計の補習教育費の支出が抑制され、中学校補習教育に関す
る家計間の支出格差の縮小（カクワニ係数の低下）が生じたのではないかと推測される。
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格差の拡大は、所得の不平等の拡大（再分配政
策の水準）を通じてよりも、支出の不平等の拡
大を通じて生じていることから、学校外教育費
の格差縮小には、低所得世帯の流動性制約を緩
和するための公共支出政策の整備・拡充が重要
であると考えられる。2014年度からは、世帯
間の教育費格差を縮小すべく、高校の授業料に
対する所得制限付きの公的助成（「高等学校等
就学支援金」）が実施されているが、低中学齢
期においても、低所得世帯に属する児童生徒に
有償の教育サービスを受ける機会を維持・拡大
するために、学校外教育費を対象とする所得制
限付きの公的助成の仕組みについて、制度化を
検討する必要があるといえよう。

3．おわりに

　本稿では、私費負担を原則に、公的な学校教
育制度の外で提供される教育サービスに支出さ
れる学校外教育費（補習教育費）をめぐる家計
間の格差の実態を検証した。具体的には、「家
計調査年報」にある年間収入五分位階層別およ
び教育段階別の時系列データを用いて、初等中
等教育までを分析対象に、2000～ 2018年まで
の 18年間における補習教育費のカクワニ係数
を計測することで、有償の教育機会をめぐる家
計間の不平等度の時系列的変化を検証した。

クワニ係数が上昇トレンドを示している背景に
は、2020年からの大学入試制度改革に備える
べく、高所得世帯を中心に補習教育費を増加さ
せたことが影響しているのではないかと類推さ
れる。

2. 4　考察および政策的含意

　以上、補習教育費について、総額と教育段階
別のカクワニ係数の推移をみることで、学校外
教育費に対する家計間の不平等度の時系列的変
化を検証してきた。その結果は、以下 3点にま
とめられよう。
　第 1に、補習教育費全体のカクワニ係数が、
趨勢的に上昇トレンドを示していることから、
補習教育をめぐる家計間の支出格差の拡大が確
認されるということである。第 2に、上記カク
ワニ係数の上昇トレンドは、租税や社会保険料
を通じた再分配政策の累進度の上昇よりも、支
出自体の累進度の上昇に起因する形で生じてい
るということである。第 3に、中学校や高校の
補習教育に対するカクワニ係数とともに、幼児・
小学校の補習教育に対するカクワニ係数の上昇
トレンドが確認され、それが最近における補習
教育費全体のカクワニ係数の上昇をもたらす一
因になっているということである。
　以上の検証結果から、次のような点が示唆さ
れよう。最近年の学校外教育費をめぐる家計間

資料：「家計調査年報」（総務省統計局）

図 2-2-3　教育段階別補習教育費のカクワニ係数（再分配後所得ベース）の推移
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育費をめぐる家計間格差との関わりについての
考察が十分に行えていない。家計への公的助成
の実施が、学校外教育費に及ぼした影響や、家
計所得の水準によりその効果に違いが生じたか
どうかは、世帯別のマイクロデータを用いた回
帰分析により検証する必要がある。それについ
ては、今後の課題としたい。
　第 2に、世帯属性の違いをより考慮した学校
外教育費の家計間不平等度の検証についてであ
る。本稿では、公表されている「家計調査」のデー
タをもとに、二人以上の勤労者世帯について、
総額および教育段階別の補習教育費に関する家
計間格差について検証している。しかし、子ど
もの数、子どもの年齢、世帯主の年齢や家族構
成といった世帯属性の違いについては、十分考
慮できていない。とりわけ、子どもの数やその
年齢構成は学校外教育費に影響を与えると予想
されることから 5、そうした世帯属性の違いを
踏まえて、カクワニ係数を計測していく必要が
ある。公表されている「家計調査」からはこう
した情報は得られず、また同じく公表されてい
る「全国消費実態調査」でも得られる情報に限
りがあることから、今後、未公開データの入手
を行った上で、更なる検証を進めていきたい。
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　その結果、以下の 3点が明らかとなった。第
1に、補習教育費全体のカクワニ係数が、趨勢
的に上昇トレンドを示していることから、補習
教育をめぐる家計間の支出格差の拡大が確認さ
れるということである。第 2に、上記カクワニ
係数の上昇トレンドは、租税や社会保険料を通
じた再分配政策の累進度の上昇よりも、支出自
体の累進度の上昇に起因する形で生じていると
いうことである。第 3に、中学校や高校の補習
教育に対するカクワニ係数とともに、幼児・小
学校の補習教育に対するカクワニ係数の上昇ト
レンドが確認され、それが最近における補習教
育費全体のカクワニ係数の上昇をもたらす一因
になっているということである。
　一連の実証分析は、最近年の学校外教育費を
めぐる家計間格差の拡大が、所得の不平等の拡
大（再分配政策の水準）を通じてよりも、支出
の不平等の拡大を通じて生じていることを示唆
するものであることから、学校外教育費の格差
縮小には、低所得世帯の流動性制約を緩和する
ための公共支出政策の整備・拡充が重要である
と考えられる。すでに開始されている高校の授
業料補助に加え、低中学齢期においても、低所
得世帯に属する児童生徒に有償の教育サービス
を受ける機会を維持・拡大するために、学校外
教育費を対象とする所得制限付きの公的助成の
仕組みについて、制度化を検討する必要がある
といえよう。
　最後に、本稿に残された課題について、以下
の 2点を指摘しておきたい。第 1に、カクワニ
係数の変動要因の精査についてである。本稿で
は、補習教育に関するカクワニ係数（再分配後
所得ベース）を、集中度係数による支出の累進
度と、レイノルズ・シモレンスキー係数による
再分配政策を通じた収入の累進度に分解するこ
とで、学校外教育費をめぐる家計間格差の変動
要因を検証している。しかしながら、その検証
は十分とはいえず、同時期に実施された子ども
手当や児童手当の制度変更や、年少扶養控除や
特定扶養控除の上乗せ部分の廃止と、学校外教

5  5年おきに実施される「全国消費実態調査」（総務省統計局）の公表データをもとに、教育費総額（授業料等＋教科書・学習参考教材
＋補習教育）について、子どもの数別に 1994年 ~2014年までのカクワニ係数を計測したところ、子どもが一人の家計および二人の家
計間では、カクワニ係数（再分配後所得ベース）が概ね 0.05~0.10の間でともに安定的に推移している一方、子どもが三人以上の家計
間では、カクワニ係数（再分配後所得ベース）が概ね 0.1~0.2の間で変動していることが確かめられた。暫定的な分析結果ではあるが、
子ども一人の場合と二人の場合のカクワニ係数は大きく違わなかったことから、子どもが三人以上でなければ、家計間の学校外教育費
の格差に、子どもの数が与える影響は軽微であると推測される。
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